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１．はじめに　
まち・ひと・しごと創生総合戦略
1では、東京圏に人口
が集中している状況について、その原因である人口移動の大半 大学進学時や就職時の若年層であることを指摘している。総合戦略ではそのような状況を解消す ための四つの基本目標の一つに 「地方への新し ひとの流れをつく 」を掲げているも の、まだ十分な効果が発現されていない状況である。その施策 一つに 「地方における若者の修学 ・就業促進」があり、その中で「地元学生定着促進プラン」が掲げられている。その取り組みの一つとして、地方の大学の出身者がその地域で活躍する人材として定着する手段として、奨学金の返還を支援す 制度が挙げられている。今後その仕組みを全国展開す とともに、制度の効果検証を行った上で、 必要な見直し 検討 こととされ 。　
医療分野も同様に地方における医師の不足が問題となっ
ており、医師偏在問題とよばれている。地域に医療施設があるにもかかわらず医師が定着しないことから、診療の制限や休止をせざるをえない状況に陥る医療機関も少なくない。そこで「緊急医師確保対策」
2の一つとして、医学部を
卒業した若手医師の地域への定着を目的と て、奨学金が貸与される特別入学枠（以下「緊急医師確保枠」という）による制度が運用されている。　
以上の状況を踏まえ本稿では、奨学金制度を活用した大
学生等の地域定着の促進にむけ 、就業に関する地域性の違いをデータから明らかにすることと 緊急 確保枠制度の運用において実施してい 取り組み ついて述べる。２．奨学金制度による就業先 制限 つい⑴
 社費留学制度
　
企業において所属する社員が留学制度を利用した後に、
定められた期間勤務することなく退職した場合、留学費用
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の負担について問題が生じる場合がある。定められた期間勤務しなかったことを理由に費用の弁済を求めることは労働基準法第
16条違反となる。解決策の一つとしては、企業
と社員の結ぶ雇用契約とは別に、免除特約付金銭消費貸借契約を結び、一定の条件を満たすことで留学費用の負担を免除される仕組みにする方法がある。⑵
 奨学金を活用した
 大学生等の地方定着の促進
　
文部科 省は二〇一五年に奨学金を活用した大学生等の
地方定着の促進について、各都道府県知事・指定都市市長宛に通知を行った
3。その内容は、日本学生支援機構の無
利子奨学金事業において地方創生枠を設け、無利子奨学金の貸与基準を満たす者を優先的に採用するものである。そのため、免除特約付金銭消費貸借契約ではなく 卒業後に条件で定 られた就業を行うことで奨学金の返還を補助金により支援する制度である。無利子奨学金の貸与基準は学力基準及び家計基準からなっているため、成績や家計の基準を満たせなかったものは地域での就業意思 よらず本制度を利用できない。
⑶
 緊急医師確保対策
　
医学生を対象とした「緊急医師確保対策」
2に基づく奨学
金制度は二〇〇八年度より実施されている。これは各都道府県が大学と協議の上入学枠を大学が設定す が、奨学金貸与を 行うものである。入学時に免除特約付金銭消費貸借契約 締結する 、奈良県立医科大学では十三名の奈良県の入学枠を設けている（二〇一八年度入試実績） 。入試において家計基準によ 選抜がなされていないため、連動する奨学金も家計基準はない。　
返還免除に関する要件は各都道府県がそれぞれ設定する
ため統一されていない。奈良県の場合は貸与期間の１．
５
倍（在学期間が六年 場合九年）の間、知事が指定する県内の公立公的病院等で指定した診療科において診療することとされている。３．就業に関する地域性の違い⑴
 学卒者の地域への定着
　
表１に都道府県別の新規学卒者の地域定着に関するデー
タを示す。富山県の学卒者の地元への就職割合は９５．２％と全国で一番高い中で、大学 院）から就職した者と
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県内の大学（院）卒業・修了者の比が１．３５と１を超えていることから吸引力が強く、Ｕターン就職の多い地域と推察される。隣県石川県の場合は地元への就職割合
は８６． ７％と高いものの、大学（院）入職者と県内の大学（院）卒業・修了者の比が０． ５５と低く、県外に流出している状況を示している。　
医学部を卒業した学生の場合は一般の学卒者と状況が異
なり、医師国家試験に合格し医籍登録しても直ちに診療に
従事することはできない。医師法第
16条の２第1項におい
て「診療に従事しようとする医師は、二年以上、医学を履修する課程を置く大学に附属 病院又は厚生労働大臣の指定する病院において、臨床研修を受けなければならない。 」と定められており 卒業後に通常
二
年間の臨床研修
を受ける。　
厚生労働省医政局が実施した臨床研修修了者に対するア
ンケート調査
4では、出身地と臨床研修後の希望勤務地の
一致は５０． ３％、医学部所在地と希望勤務地は５２． ４％とどちらも概ね
50％であった。しかしながら臨床研修地と
希望勤務地は
74％と高い結果であった。
　
医師の場合は、臨床研修修了後に医療機関に医師として
勤務するものの、実際には専門医の取得などキャリアを形成する上で重要な期間であり一般には後期研修医と呼ばれている。そのような観点か アンケート調査の結果を解釈すると、臨床研修地と希望勤務地の一致が多かったことは勤務地の地域性よりも、研修環境を変えることなく継続ることを望む研修医が多いことを示唆するものである
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表１　新卒者就職状況（中部地方）
「平成27年雇用動向調査 」（厚生労働省）（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/9-23-1.
html）・「平成27年度学校基本調査」（文部科学省）（http://www.mext.go.jp/b_menu/
toukei/chousa01/kihon/1267995.htm）を加工して作成
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⑵
 就業地と居住地の関係
　
地域への定着は居住地も就業地も同一であれば考慮の必
要はないが、実際には都道府県域を超えた移動が起こっている。　
国勢調査および医師・⻭科医師・薬剤師調査のデータよ
り、就業地と居住地の関係についてまとめたものを表２、表
3
に示す。
十五歳以上の自宅外就業者全体で見たとき都道府県内の事業所に通勤している割合は概ね
80％を超え
ているが、埼玉・千葉・奈良の三県は
70％未満と低
く県外の就業地に流出している。地域の雇用力が居住者に対して不足し、地域の就業者と居住者の比（以下「就業居住比」という）の高い都市部に流入している状況が伺える。医師につ ても同様に就業居住比を算出すると、就業者全体の場合と同様に県外 就業地に流出して るような奈良のケースもあれば、埼玉・千葉のように県外の居住地から 入しているケースもある。　
これらのデータから、全般的に就業者は都市部に集まる
表３　都道府県別住所地及び従業地（近畿地方）
「 平 成 27 年 国 勢 調 査 結 果 」（ 総 務 省 統 計 局 ）（http://www.stat.go.jp/data/
kokusei/2015/）・「平成 28 年医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）（http://
www.mhlw.go.jp/toukei/list/33-20.html）を加工して作成
33
表２　都道府県別住所地及び従業地（関東地方）
「平成27年国勢調査結果」（総務省統計局）（http://www.stat .go. jp/data/
kokusei/2015/）・「平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）（http://
www.mhlw.go.jp/toukei/list/33-20.html）を加工して作成
傾向があるものの、地域及び職種によって異なる傾向が見られた。定着の促進にあたっては自地域だけでは く、隣接する地域の状況も含めた検討が必要である。４．地域への定着の実現に向け 取り組み　
奈良県立医科大学県費奨学生配置センターでは、緊急医
師確保枠を含む奈良県の奨学金の貸与を受けている医学生を対象に、アンケートを実施している。奨学金に関する設問では、学業や生活に 費用に充てて活用している奨学生が多かったものの、貯金など活用していないケースも明らかになった。 （図１）　
この結果は「臨床研修修
了者に対するアンケート調査」
4において奨学金を中途
で返還したもののうち、親
および自分の預貯金で返還したものが９５． ９％と非常に高かったことからも、奨学金が「教育の機会均等に寄与するため」としてではなく 医 部へ進学する として利用され 可能性を否定出来ない結果となってい 。そのため、定着に向けて地域で働くことの意識付けが必要であるが、これは地方創生枠奨学生についても同様である。　
二〇一七年度新入社員「働くことの意識」調査報告書
5
によると、まだ就労経験のない段階における若者の就労意識は「社会や人から感謝される仕事がしたい」が最も上位だった。　
地方創生枠および緊急医師確保枠の制度の趣旨は、とも
に地域貢献であり、条件を満たした就業が地域の「社会や人から感謝される仕事」に繋がる。 かしな ら、これらの制度が地域社会において認識されていることと、奨学生自身が の趣旨を理解していなければ達成し得ないものである。　
奈良県立医科大学の緊急医師確保枠の奨学生に対する取
り組みの一つに、入学式当日に行う保護者対象の説明会がある。大学関係者だけではなく奈良県から制度の考え方や期待について説明いた くなど、大学のみな ず地域全体
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図１　奈良県の医学生対象の奨学金貸与者へのアンケート結果（抜粋）
「県費奨学生配置センター機関紙　グローカル 9」（奈良県立医科大学県費奨
学生配置センター）
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が奨学生に期待していることを保護者に認識していただく目的で実施している。これは、奨学生に就労経験がな ことから、制度の趣旨を理解するには保護者との連携が必須と考え、企画したものである。　
また、県費奨学生配置センターは奨学生を対象に、県内
医療機関に勤務する医師と交流 持つ機会の設定や、病院見学バスツアーを企画・運営している。奨学生それぞれが地域への貢献のあり方について考えるきっかけになり、納得のいく将来の進路選択に繋がるものである。５．おわりに　
本稿で取り上げた奨学金制度の有効性を判断する指標
は、就職後の一定期間内の勤務状況によるものか しれない。しかしながら地域 求める定着は、時限的なものではなく地域に根差すことである。奨学金制度は定着のきっかけをもたらすに過ぎず、根差す はその地域を深く知り活用できる環境が求められる。地域を深く知るに 広域で捉え関係性を理解する必要もありデータ分析は必要であるが、実際に他地域と連携 ていかなくては自地域の特性を活用できない。地域間ネットワークの活性化 、人の根差
す地域の実現に繋がるものであり、地域における大学が果たすべき役割の一つであ 。引用・参考文献1
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